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概要 

【目的】  

地域医療構想に関連し、保険者として医療提供体制や医療費適正化に係る意

見発信を行うため、入院医療から在宅医療に変更することによる医療費の推移

を調査する。 

在宅医療の推進による費用対効果を数字として把握し、在宅医療に関して保

険者の立場から論じるための基礎資料を作成するものとする。 

【方法】 

山形支部加入者の 2014 から 2016 年度のレセプトデータのうち、在宅医療の

診療行為（在宅患者訪問診療料など）が含まれていた患者を分析対象とした。 

本分析では、比較的長期に渡り在宅医療を受ける患者の多い「神経系の疾患

（筋委縮性側索硬化症、脳性麻痺等）」における入院医療費と在宅医療費を 1 ヶ

月あたりの医療費で比較した。 

【結果】 

 今回の分析では、一定の前提を置いたものの「神経系の疾患」の患者が在宅

医療に切替えた場合、医療費が約 3.5 割減少するという結果であった。 

神経系の疾患の医療費推移の特徴として、長期入院者の一日あたり医療費は

ほぼ横ばいの推移であったが、在宅医療移行者は移行後に一日当たり医療費は

増加するものの、訪問診療・看護日数が長期入院者と比較し少ないため、1 ヶ月

あたりの医療費では長期入院者よりも低くなった。 

【考察】  

 山形県においては、今後在宅医療等の需要量が 2025 年にかけて増加していく

事が予想され、そのような中で、患者が状態に見合った病床で状態に相応しい

医療を受け、住み慣れた地域や自宅で生活したいというニーズに応えるために

は、適切な在宅医療や在宅介護の提供が求められる。 

 今後、山形支部では、地域医療構想を更に推進するため、地域医療構想調整

会議等の場で今回の分析結果を踏まえた意見発信につなげていきたい。 
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本文 

【目的】 

 施設中心の医療から、患者が住み慣れた地域で受ける医療への医療提供体制

の転換が国として進められている。 

現在、各地の地域医療構想調整会議において、病床機能の分化と共に在宅医

療・介護の受け皿が議論されているが、医療保険者から入院と在宅の医療費の

差に関する資料を提示するのは在宅医療を議論する上で有意義と思われる。 

本研究では、地域医療構想調整会議等の医療提供体制を議論する場で、現状

のデータを踏まえた意見発信に繋げる為の基礎資料とすることを目的とする。 

 

【方法】 

今回比較を行った対象者と比較方法は以下の通りである。 

 

対 象 者：入院患者と在宅医療を受けている患者を比較することから、2014 
年度から 2016 年度に在宅医療を受けた患者（190 名）のうち、定 

期的に訪問看護サービスを受けている患者（69 名）を選定した。 

その上で、比較的長期に渡り在宅医療を受ける患者の多い「神経 

系の疾患1で 6 ヶ月以上の長期入院中の患者（36 名）」と「在 

宅医療を受ける前 3 ヶ月の間に入院歴があり在宅医療を継続的に 

受けていた患者（10 名・訪問看護あり）」を分析対象とした。 

 

 なお、対象者は山形支部加入者の 2014 年度～2016 年度分のレセプトデータ

より抽出し、在宅医療を受けていることを識別するため、レセプト内の診療行

為名称（在宅患者訪問診療料、在宅医療総合管理料）を元に対象者を選別した。 

      

比較方法：入院と在宅医療移行後 3 ヶ月間の一人当たり医療費の月平均 

 

 
1 神経系の疾患：中枢神経系の疾患。筋委縮性側索硬化症、脳性麻痺、多系統委縮症、筋ジ

ストロフィー、多発性硬化症等 
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比較にあたっての前提を以下の 3 つとした。 

 

前提①：入院患者と在宅等患者の比較をする際、「個人対個人」の比較では病状

（ステージ）の違いもあり、レセプトだけで正確には比較できない。 

そのため、神経系の疾患の患者をまとめて、3 ヶ月間の一人当たり医療

費の月平均で比較を行った。 

 

前提②：3 ヶ月間の一人当たり医療費の平均の求め方を以下の通りとした。 

 

用語の定義と計算方法 

用語 定義と計算方法 

入

院 

「1 日あたりの 

金額」 

対象患者における 1 日当たり入院費用 

（対象患者全員の医療費（3 割）合計÷対象患者全員の入院日数合計） 

「平均入院日数」 対象患者における 1 ヶ月あたり入院日数の平均 

（対象患者全員の入院日数合計÷対象患者全員の入院月数合計） 

在

宅

等 

「1 日あたりの 

在宅(医科)金額」 

対象患者における 1 日当たり在宅医療費用 

（対象患者全員の医療費（3 割）合計÷対象患者全員の在宅医療受療日数合計） 

「平均診療日数」 対象患者における 1 ヶ月あたり在宅医療受療日数の平均 

（対象患者全員の在宅医療受療日数合計÷対象患者全員の在宅医療受療月数合計） 

「1 日あたりの 

訪問看護金額」 

対象患者における 1 日あたり訪問看護費用 

（対象患者全員の医療費（3 割）合計÷対象患者全員の訪問看護受療日数合計） 

「平均利用日数」 対象患者における 1 ヶ月あたり訪問看護受療日数の平均 

（対象患者全員の訪問看護受療日数合計÷対象患者全員の訪問看護受療月数合計） 

「1 日あたりの 

調剤金額」 

対象患者における 1 日当たり調剤費用 

（対象患者全員の調剤医療費（3 割）合計÷30） 

 

前提③：入院患者と在宅患者の負担割合による費用の違いをなくすため、患者 

  負担を 3 割で統一して比較を行った。 

 

なお、比較をするにあたり、月初めに死亡した場合と月末に死亡した場合と

で、医療費に与える影響が異なることに留意が必要である。 

 

 

 

入院 在宅等（①〜③の合計）

1⽇あたりの⾦額 × 平均入院⽇数

①1⽇あたりの在宅（医科）⾦額 × 平均診療⽇数

②1⽇あたりの訪問看護⾦額 × 平均利⽤⽇数

③1⽇あたりの調剤⾦額 × 処方⽇数（30⽇と仮定）
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【結果】 

 入院患者の場合、1 ヶ月あたりの医療費が 193,022 円であったのに対して、在

宅患者の場合は 124,738 円と、医療費は在宅医療の方が約 3.5 割、低かった。 

  

   （図 1：入院医療費と在宅医療費の比較） 

 

 比較群ごとの性別割合を見ると、入院は女性の割合が高く、在宅は男性の割

合が高かった。また平均年齢は、入院と比較し在宅の方が低くなった。 

 

（表 1：比較群ごとの性別割合、平均年齢） 

 入院 在宅 

 男性 女性 男性 女性 

性別 30％ 70％ 70％ 30％ 

平均年齢 58.6 62.2 56.0 55.1 
 

 また、在宅医療へ切替えた前後の月別医療費推移を、一人当たり医療費で見

ると図 2 の通りとなった。 

神経系疾患の医療費推移の特徴は、長期入院者の一日あたり医療費はほぼ横

ばいで推移することである。一方、在宅医療移行者は、移行後に一日当たり医
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療費は増加するものの、訪問診療・看護日数が少ないため１ヶ月あたりの医療

費では長期入院者よりも低くなった。 

 

 （図 2：在宅医療へ切替えた前後の月別医療費推移） 

 

  

      （表 2：在宅医療へ切替えた前後の月別医療費推移） 

 

 

なお、在宅医療移行者の人数が変動している理由は以下の 2 つである。 

 

1. 3 ヶ月継続して入院していた者がそのまま在宅へ移行しているケースは 

少なく比較対象者が極めて少数であったため、在宅医療に移行した移行後 

1 ヶ月を起点として、直近 3 ヶ月以内のいずれかの月に入院歴がある者を 

比較対象とした。そのため、表 2 の在宅医療移行者の移行前の人数は当該 

月に入院した人数を表しており、人数が変動している（人数が少数のた 

め非表示としている）。 

 

2. 在宅医療移行後、人数が変動している理由は死亡によるものである。 
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【考察】 

 山形県においては、全ての構想区域において、今後在宅医療等の需要量が 2025
年にかけて増加していく事が予想されている。 

そのような中で、患者が状態に見合った病床で状態に相応しい医療を受け、

住み慣れた地域や自宅で生活したいというニーズに応えるためには、適切な在

宅医療や在宅介護の提供が求められる。 

 地域医療構想の推進にあたっては、高度急性期から在宅医療・在宅介護まで

の一連の流れにおいて、病床の機能分化は退院患者の受け入れ体制の整備と同

時に行われるべきであり、今後より一層受け皿となる地域の病床や在宅医療・

在宅介護の充実を図り、患者のニーズと医療費の適正化を実現することが求め

られる。  

 今後、山形支部では、地域医療構想を更に推進するため、入院と在宅の医療

費の差について地域医療構想調整会議等の医療提供体制を議論する場で、現状

のデータを踏まえた意見発信につなげていきたい。 

  

なお、本研究の限界として、在宅医療費全体としての分析が出来なかったこ

とが挙げられる。 

在宅医療の医療費は、大別して「在宅医療」「訪問看護」「調剤」で構成され

るが、訪問看護は「医療保険」・「介護保険」のいずれかが適用され、要介護認

定の有無によって適用が分かれることから、山形支部で把握出来るデータでは、

医療保険が適用される訪問看護しか把握できず、介護保険が適用される訪問看

護も含めた分析が出来なかったことに課題があった。 

山形支部で分析した在宅医療を受けた患者の平均年齢は約 60 歳であり、介護

保険が適用される在宅医療患者は相当数いると想定されるため、介護保険も含

めた在宅医療費全体の分析をすることが、在宅医療に関する議論をする上で重

要であると考える。 
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